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消
費
税
は
今
の
社
会
で
は
「
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
税

金
だ
」
と
い
う
こ
と
が
、街
頭
で
訴
え
る
場
合
の
重
要

な
ポ
イ
ン
ト
の
一
つ
で
あ
り
、天
下
の
悪
税
た
る
い
わ

れ
を
解
き
明
か
す
こ
と
が
、
訴
え
る
側
の
大
き
な
仕

事
と
な
る
。

先
日
開
催
さ
れ
た
東
京
の
会
の
世
話
人
合
同
会
議

で
は
、全
国
の
会
事
務
局
長
の
梅
村
さ
ん
が
講
師
と
な

り
、消
費
税
の
勉
強
会
を
行
っ
た
。
『
月
刊

学
習
』
四
月
号
の
ご
自
身
の
論
文
を
基
調

に
し
な
が
ら
説
明
を
さ
れ
て
い
た
が
、税

金
の
予
備
知
識
が
な
い
一
般
庶
民
に
話

を
す
る
場
合
、税
金
の
イ
ロ
ハ
か
ら
語
る

こ
と
か
ら
は
じ
め
な
い
と
、充
分
理
解
を

得
ら
れ
な
い
の
で
は
な
い
か
、と
い
う
こ
と
を
言
わ

れ
て
い
た
。

と
こ
ろ
で
消
費
税
は
大
企
業
・大
金
持
ち
に
は
優

し
い
税
金
だ
と
い
う
こ
と
が
言
わ
れ
て
い
る
。
特
に

大
企
業
の
場
合
、こ
の
二
十
年
間
で
消
費
税
の
税
収
は

二
一
三
兆
円
、法
人
三
税
の
減
収
・減
税
額
は
一
八
二

兆
円
で
、税
収
の
八
五
％
が
大
企
業
の
減
税
の
穴
埋
め

に
使
わ
れ
て
し
ま
い
、福
祉
の
た
め
で
は
な
か
っ
た
こ

と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。

さ
ら
に
輸
出
企
業
に
対
し
て
は
、国
際
協
定
に
よ

り
輸
出
商
品
に
は
消
費
税
を
課
す
る
こ
と
が
出
来
ず
、

仕
入
に
含
ま
れ
て
い
る
消
費
税
は
、ゼ
ロ
税
率
の
特
例

に
よ
っ
て
丸
々
還
付
さ
れ
る
仕
組
み
に
な
っ
て
い
る
。

消
費
税
導
入
以
来
の
還
付
総
額
は
ど
の
く
ら
い
か

試
算
し
て
み
た
。
湖
東
先
生
の
資
料
を
基
に
お
尋
ね
し

た
り
、他
の
資
料
を
参
考
に
し
な
が
ら
推
計
で
約
三

十
兆
円
に
な
る
こ
と
が
判
っ
た
。
こ
れ
を
宣
伝
に
使

う
方
法
が
な
い
も
の
か
。
例
え
ば
こ
の
金
額
は
税
収
の

十
五
％
な
の
で
、法
人
三
税
の
減
収
・減
税
額
と
合
計

す
る
と
、消
費
税
の
税
収
と
ピ
ッ
タ
リ
一
致
す
る
。
つ

ま
り
消
費
税
は
そ
っ
く
り
大
企
業
の
た
め
に
あ
る
よ

う
な
も
の
だ
と
考
え
た
。

し
か
し
、こ
れ
は
よ
く
調
べ
て
み
る
と
、財
務
省
が

発
表
し
て
い
る
消
費
税
の
税
収
総
額
二
一
三
兆
円
は
、

既
に
還
付
額
を
削
除
さ
れ
た
額
で
表
面
的
に
は
ど
こ

に
も
表
示
さ
れ
な
い
「
隠
さ
れ
た
」
数
字
で
あ
る
こ
と

が
判
り
、
こ
の
構
想
は
い
さ
さ
か
乱
暴
な
設
定
で
敢

え
無
く
水
泡
に
帰
し
た
（２
面
別
項
参
照
）。

し
か
し
、い
ず
れ
に
し
て
も
大
企
業
が

消
費
税
導
入
に
よ
っ
て
如
何
に
優
遇

さ
れ
て
い
る
か
、そ
れ
ば
か
り
で
な
く

過
去
最
高
の
利
益
を
上
げ
、も
っ
と
も

税
金
を
負
担
す
べ
き
な
の
に
、法
人
税

を
も
っ
と
ま
け
ろ
と
か
、消
費
税
率
を

も
っ
と
上
げ
ろ
と
か
、庶
民
の
厳
し
い
生
活
に
は
見
向

き
も
せ
ず
、自
分
達
の
利
益
の
み
を
追
求
す
る
姿
勢
に

は
心
か
ら
怒
り
を
覚
え
た
。

こ
れ
を
支
え
て
い
る
自
公
政
権
に
は
今
度
の
選
挙

で
厳
し
い
審
判
を
下
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

東
京
の
会
常
任
世
話
人

柴
田

篤

戻
し
税(

還
付
金)
の
行
方

自
公
政
権
に
選
挙
で
厳
し
い
審
判
を

都
議
選
と
衆
院
選
を
前
に
、
各
地
で
宣

伝
や
学
習
会
が
積
極
的
に
お
こ
な
わ
れ
て

い
ま
す
。

24
日
は
あ
い
に
く
の
雨
で
し
た
が
、

全
国
の
会
と
東
京
の
会
は
、
JR
巣
鴨
駅

前
で
定
例
の
宣
伝
を
行
い
ま
し
た
。

呼
び
か
け
に
若
い
カ
ッ
プ
ル
が
対
話
と

署
名
に
応
じ
た
り(

写
真
上)

、
女
子
高

生
が
「
増
税
？
ザ
ッ
ケ
ナ
」
と
怒
り
を
表

明
し
た
り
さ
ま
ざ
ま
な
反
応
が
あ
り
ま
し

た
。【

葛
飾
】
５
月
22
日
、
葛
飾
の
会
は
、

青
砥
駅
で
５
時
半
か
ら
18
名
の
参
加
で
、

テ
ィ
ッ
シ
ュ
１
３
０
０
個
配
布
、
署
名

10
筆
集
め
ま
し
た
。
署
名
し
て
下
さ
っ

た
ご
婦
人
が
「
食
料
品
は
非
課
税
に
す
べ

き
。
こ
れ
で
ず
い
ぶ
ん
助
か
る
」
と
仰
っ

て
い
た
こ
と
、
家
族
分
（
５
名
ほ
ど
）
書

い
て
下
さ
っ
た
人
な
ど
も
い
ま
し
た
。

【
練
馬
・
大
泉
学
園
】
５
月
28
日(

木)

消
費
税
を
な
く
す
大
泉
学
園
の
会
の
菊
地

実
生
さ
ん
の
お
宅
で
、
〝
消
費
税
と
あ
な

た
の
く
ら
し
〟
と
題
す
る
学
習
会
が
開
か

れ
ま
し
た(

写
真
下
）
。

こ
の
会
は
、
年
金
者

組
合
の
３
ッ
の
班
が
共

催
。
東
京
の
会
の
川
上

事
務
局
長
が
講
演
し
た

後
、
手
作
り
の
み
つ
豆

や
い
な
り
寿
司
を
楽
し

み
な
が
ら
交
流
し
ま
し

た
。
あ
る
方
は
、
「
消

費
税
に
は
人
間
の
心
が

な
い
」
と
そ
の
不
公
平

ぶ
り
を
指
摘
し
ま
し
た
。

選
挙
に
む
け
て
、
さ

ら
に
活
動
を
強
め
よ
う

と
話
あ
い
ま
し
た
（
Ｋ
）
。

都議会議員選挙の告示まで１ヶ月、総選挙

もひきつづきおこなわれます。消費税をなく

す会では、二つの選挙をつうじて〝消費税増

税反対〟を“なくす会”らしいやり方で訴え

ていきます。

とくに麻生首相が消費税の増税を総選挙の

公約の一つに掲げると公言しているだけに、

選挙中も自由に活動できる“なくす会”の出

番です。東京の会では、“消費税をなくし隊”

の宣伝活動やカラー・リーフ、「生活が泣い

ている」ポスターを積極的に活用する計画で

す。

これらの活動にご参加いただくとともに、

活動を支える資金の確保にご協力をお願いし

ます。勝手ながら、振込用紙を会報に同封い

たしましたので、よろしくお願いいたします。

銀行の場合は、下記２つの銀行のいずれか

をご利用ください。名義はどちらも「消費税

をなくす東京の会」です。

三井住友新宿西口支店：口座番号：5276749

中央労働金庫田町支店：口座番号：2936426

なお、資金確保と学習運動の強化のため、

ブックレット『社会保障拡充の方向と消費税』

(頒価500円)、東京の会の会報200号記念縮刷

版(頒価2000円)、パンフ『わいわいガヤガヤ

草の根問答』(頒価100円)などの普及にもご協

力をお願いします。

夏季活動強化募金など資金確保にご協力を



政党本部の「増税反対」の理由
（賛成の党からの回答はありません）

【日本共産党】消費税は、大資産家に軽く、所得の少ない

人に重いという性質をもち、暮らし・福祉を破壊する税金で

す。さらに、大企業は１円も負担しないですむ不公平な税金

です。消費税は、「社会保障のため」の口実で、導入も、５

％への増税も強行されましたが、逆に、医療・年金・介護な

どの負担増が国民に連続して押しつけられてきました。導入

以来の消費税収の累計は２１３兆円ですが、同じ期間の法人

税の減収１８２兆円の穴埋めと軍事費の増加分２１兆円に使

われたためです。また増税は、１９９７年のように景気をいっ

そう悪化させます。今求められるのは、ヨーロッパのように

減税に踏み出すことです。必要な財源は、大型開発や軍事費

のムダ使いをやめ、大企業・大資産家への行き過ぎた減税を

あらためて応分の負担を求めることです。

【国民新党】内需拡大を推し進めなければいけない現時点

において、消費税の増税は消費需要を著しく減退させること

になるため。

都議会各会派の「増税反対」の理由
（賛成の会派からの回答はありません）

【日本共産党都議会議員団】消費税は低所得者ほど負担が

重く、大企業は一円も負担する必要のない最悪の不公平税制

です。｢社会保障のため｣というのは、まったくの口実にすぎ

ません。８９年に導入されて以来の消費税の税収（２１３兆

円）は、ほとんどそっくり法人税など大企業減税（１８２兆

円）の穴埋めにまわされ、年金・医療・介護など社会保障は

切り下げと負担増の連続でした。年間５兆円にも上る軍事費

や大型公共事業費にメスを入れ、この間７兆円も減税されて

いる大企業や大資産家に適切に課税すれば、暮らしや福祉を

計画的に充実する財源は生みだせます。

【都議会民主党】民主党は、税金のムダづかいを徹底的に

根絶していきます。また、消費税は、今なお多くの国民が不

信・不満を抱いていることから、信頼できる税とするため、

その使途を明確にします。制度自体もインボイスの導入など

により制度の透明性を高め、逆進性対策として「給付付き税

額控除」の導入を検討しています。

【都議会生活者ネット】景気対策と称して、貴重な財源を

ばら撒いておいてそれを消費税増税で補うとするやり方には

到底納得できません。

【市民の党】日本の消費税は食・衣など生命を守るものに

も一律の税をかけている。低所得者ほど重税感を伴うことに

なる。高価な衣類や宝石など日常品からかけ離れたものに対

してはやむを得ないと思うが、まずきちんと精査すべき。

衆院議員からの回答
【日本共産党・比例区・笠井 亮】「増税に反対」。理由：

そもそも消費税は、所得の低い人ほど負担が重くのしかかる

不公平な税制です。政府は「景気回復後」の増税を主張して

いますが、今度の０９年度補正予算は大企業には大盤振る舞

いで巨額の借金のつけを消費税増税で国民にまわそうという

ものであり、これでは益々国民のくらし、中小企業の営業は

大変になるのは明らか。消費税増税には断固反対です。

【自民党・小選挙区第15区・木村 勉】「増税に賛成」。

理由：年金をはじめとする社会保障を充実させるため。

消費税廃止東京各界連絡会は、都議選と総選挙が迫っていることから、各政党本部と都議会の各会派、それに都選出の衆

院議員（小選挙区・一部比例区）へアンケートをおこないました(回答期限５月20日)。

政党本部へのアンケートに回答があったのは日本共産党と国民新党だけでした。両党とも消費税の増税に「反対」を表明

しています。都議会会派からは共産党、民主党、生活者ネット、市民の党の４会派から回答があり、いずれも消費税の増税

に「反対」の意思表示がありました。現職衆院議員で回答があったのは、自民党の木村勉氏（増税賛成）、共産党の笠井亮

氏（増税反対）の２人だけでした。同会運営のホームページ「増税反対ネットワーク（共同デスク）」に一覧表を掲載。

都
議
選
・
総
選
挙
を
前
に
政
党
・
候
補
者
に
ア
ン
ケ
ー
ト

政
党
本
部
で
回
答
を
寄
せ
た
の
は
日
本
共
産
党
と
国
民
新
党
の
み

消
費
税
廃
止
東
京
各
界
連
絡
会

１
面
の
囲
み
記
事
で
、
柴
田
さ
ん
が

「
消
費
税
の
税
収
総
額
二
一
三
兆
円
は
、

既
に
還
付
額
を
差
引
か
れ
た
額
」
と
指
摘

さ
れ
て
い
る
こ
と
を
、
政
府
資
料
か
ら
検

証
し
て
み
た
（
左
の
グ
ラ
フ
）
。

グ
ラ
フ
に
記
さ
れ
た
金
額
を
合
計
し
て

み
る
と
、
還
付
金
を
控
除

す
る
前
の
税
収
総
額
は
、

07
年
度
ま
で
で
二
二
八
兆

七
千
億
円
に
な
る
。
そ
し

て
還
付
金
の
総
額
は
四
〇

兆
二
千
億
円
と
な
り
、
一

七
・
五
八
㌫
が
還
付
さ
れ

た
こ
と
が
わ
か
る
。

全
国
の
会
発
行
の
パ
ン

フ
『
わ
い
わ
い
ガ
ヤ
ガ
ヤ

草
の
根
問
答
』
で
は
、
還

付
金
を
差
引
い
た
後
の
額

一
八
八
兆
円
と
法
人
税
の

減
収
分
一
五
九
兆
円
を
対

比
し
て
い
る
。

こ
れ
を
柴
田
さ
ん
が
試
み
た
よ
う
に
算

出
す
る
と
、
消
費
税
収
総
額
二
二
八
兆
七

千
億
円
に
対
し
て
、
法
人
税
減
収
と
還
付

金
の
合
計
は
一
九
九
・
二
兆
円
と
な
り
、

消
費
税
の
実
質
税
収
は
わ
ず
か
二
九
兆
五

千
億
円
に
す
ぎ
な
い
こ
と
が
わ
か
る
。

つ
ま
り
、
消
費
税
収
の
87
㌫
以
上
が

法
人
税
の
減
税
と
還
付
金
に
消
え
て
し
ま
っ

た
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

輸
出
大
企
業
へ
の
還
付
金
は
ト
ヨ
タ
１

社
だ
け
で
も
３
千
億
円
を
超
え
て
お
り

(

07
年
度
‐
湖
東
教
授)

、
財
界
な
ど
の

計
画
ど
お
り
の
15
㌫
以
上
に
な
れ
ば
、

ト
ヨ
タ
の
戻
し
税
は
１
兆
円
に
も
な
る
。

な
お
、
消
費
税
収
は
国
と
地
方
の
合
計

で
あ
る
。

消
費
税
の

18
㌫
が
還
付
金
（
輸
出
戻
し
税
な
ど

）
に
消
滅


